






























































【取材の経緯】

• 令和4年1月中旬に、建築研究所あてに、NHKから企画の協力依頼あり。

• 令和4年2月3日に、ＮＨＫ、建築研究所、国総研が意見交換。

• 令和4年11月～令和5年7月に、取材対応（カラー映像化、飛び火実験、火災旋風実験）

⑧－３ 取材対応（事例）

NHK総合「NHKスペシャル映像の記録関東大震災帝都壊滅の三日間」、前編：R5.9.2（土）22:00-22:50、後編：R5.9.3（日）21:00-21:50

＜NHKスペシャル 関東大震災特集＞

○令和5年9月2日（土）及び3日（日）に、「NHKスペシャル映像の記録関東大震災帝都壊滅の三日間」が放映さ
れ、都市研究部、建築研究部の研究者が、建築研究所職員とともに出演。

○NHKによる関東大震災当時の高精細カラー映像の資料的価値及び映像から読み取れる情報についてのコメ
ントや火災旋風の再現実験等を行い、解説。

○出演にあたり、NHKから、関東大震災100年関連で企画の相談・取材を受けていた。

○新聞社や放送局等からの取材対応も実施。
○対応の結果、テレビ番組で放映されるなど、国総研における研究成果を広く周知できる機会として対応。
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都市研究部・岩見室長
（R5.9.2、NHK総合）

（著作権等の都合上、非掲載）

建築研究部・樋本主研
（R5.9.3、NHK総合）

（著作権等の都合上、非掲載）

建研・水上主研
（R5.9.2、NHK総合）

※水上主研は、R5.3末まで
国総研に所属

（著作権等の都合上、非掲載）

関東大震災当時の高繊細
カラー映像（R5.9.2、NHK総合）
（著作権等の都合上、非掲載）

火災旋風再現実験、国土技術
政策総合研究所

（R5.9.3、NHK総合）
（著作権等の都合上、非掲載）

飛び火再現実験、建築研究所
（R5.9.2、NHK総合）

（著作権等の都合上、非掲載）
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⑧－４ インターネットを活用した広報

○ホームページに掲載する重要な更新やお知らせは、ホームページの速報性を活かして、トップページの新着情報
にも掲載。震災・災害調査等に関する情報は、各災害の対応状況、現地調査の報告等をとりまとめて継続的に
ホームページにて発信。

○令和２年３月からYouTube、令和４年６月からTwitter、令和４年８月からFacebookの運用を開始し、SNSを活用し
た広報を強化。国総研YouTubeチャンネルでは、実験関連の動画や国総研講演会の動画等を発信。Twitterや
Facebookでは、記者発表資料、ホームページの更新情報、イベント、講演会の情報を、平日１回程度、継続して
発信。（令和５年３月時点、Twitterのフォロワー数は800人程度）

○コロナ禍で施設見学等の対応が困難な中、web上で国総研内の施設や敷地内の様子等を体験できるVR国総研
を整備。

順位 タイトル（一部略） 視聴回数

１ 衝突実験施設 約35,000回

２ 試験走路 約18,000回

３ ハンプの走行状況 約3,400回

４
河川研究部の最近の研究（Ｒ
２国総研講演会）

約3,300回

５
ブルーカーボンと沿岸域の環
境価値

約3,200回

＜ホームページ総アクセス数＞ ＜新着情報掲載件数＞

＜視聴回数の多い動画＞＜国総研YouTubeチャンネル視聴回数＞

ハンプの走行状況 64＜VR国総研（敷地内の様子を閲覧可能）＞
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＜震災・災害調査等に関する情報＞
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⑧－５ 刊行物、学会、専門誌等

図 国総研20年史

図 所外発表（和文）

図 所外発表（英文）

図 所外発表論文の表彰

賞 授与機関 論文名

片平賞
（優秀論文賞）

アジア・オーストラ
レーシア道路技術
協会（REAAA）

DEVELOPMENT OF A 
MERGING SUPPORT 
SYSTEM FOR 
AUTOMATED VEHICLES

令和３年度
土木学会賞
田中賞
（論文部門）

（公社）土木学会 熊本地震で被災した
鋼鈑桁連続橋に対す
る耐荷性能の挽回方
策の考案と設計上の
配慮

令和２年度
科学技術賞

文部科学大臣 携帯電話基地局デー
タから生成される人口
流動統計の振興

2020年
日本建築学会賞
（論文）

（一社）
日本建築学会

防火地域等に指定さ
れる市街地における
大規模火災リスクの評
価・低減に関する研究

表 所外発表論文の主な表彰事例
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図 研究報告及び国総研資料の出版数

○国総研の研究成果の発信、・普及等を目的として、国土技術政策総合研究所研究報告（研究報告）、国土技術政
策総合研究所資料（国総研資料）等を発刊。令和３年度には、平成13年に国総研が発足して20年を迎えたことを
機に、国総研20年史を発刊。

○行政からの研究ニーズや国の研究機関として取り組んでいる研究内容、成果等に関して、学会・専門誌等への論
文・記事の執筆投稿を実施。

⑧－６ 海外向け広報活動

○平成30年から令和４年度の５年間に、英文等による論文を280件発表。
○これと合わせて、海外向けの広報としては、主にホームページを活用して発信しており、英文版の国総研レポートや

国総研資料、記者発表資料、外国出張者による国際会議等での発表資料のほか、海外の研究機関とのセミナー開
催や協定締結の報告等を掲載。平成30年度に英語による海外向け国総研ＰＲ映像を作成し積極的に発信。

図 ホームページ（英語版）アクセス数
図 ホームページ（英語版）の新着情報

（国際会議等での発表資料等を掲載。新た
な実験施設を建設したことについても、英語
で発信している。）

海外からの注目が高い一部の研究室では、独自
に英語版HPを構築し、発信している。（道路交通
研究部高度道路交通システム研究室）
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－ 活動事例 －

国総研 National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN

67

68

活動事例

※マーク：過去の本委員会にてご紹介した事例 ／ 赤字下線：今回ご紹介する事例

＜国土を強靱化し、国民のいのちと暮らしをまもる研究＞
１．「流域治水」の推進に向けた研究について【河川】
２．大規模土砂災害への迅速、効率的な対応のための各種センシング情報の活用と人材育成【土砂災害】
３．気候変動適応策等を含む港湾の技術基準に関する研究【港湾、沿岸海洋・防災】
４．下水道管路を対象とした総合的なストックマネジメントに関する研究【下水道】
５．道路構造物メンテナンスのセカンドステージ推進【道路構造物】

＜社会の生産性と成長力を高める研究＞
６．建設現場の生産性向上【社会資本マネジメント研究センター】
７．港湾工事等のDX、維持管理技術の高度化に関する取組【港湾、沿岸海洋・防災】
８．生産性向上に向けた空港分野における計画、整備及び維持管理の高度化に関する研究【空港】

＜快適で安心な暮らしを支える研究＞
９．安全で快適な道路交通･道路空間の実現に向けた対応方策の確立【道路交通】
10．住宅ストック対策に関する取組み【住宅】
11．都市の持続可能性のためのコンパクトなまちづくり及び都市のスマート化に関する研究【都市】
12．中大規模建築物における木材利用の促進に関する取り組み【建築】
13．カーボンニュートラルポート実現に向けた諸課題に対応する研究【港湾、沿岸海洋・防災】

○平成30年度～令和４年度に実施した各研究部・センターの主な取り組みの中から、活動事例を13事例作

成し、評価基準①～⑧の項目ごとに整理。

○令和３、４年度の本委員会において紹介していない研究分野の活動事例のうち、国総研が取り組む研究

を目的に整理した３つの分類から、それぞれ１課題ずつ抽出。
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＜国土を強靱化し、国民のいのちと暮らしをまもる研究＞

１．大規模土砂災害への迅速、効率的な対応のための
各種センシング情報の活用と人材育成

国総研 National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN

69

年度 ～Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５～

背景
国土交通省

技術基本計画
西日本豪雨
北海道胆振東部地震 東日本台風 7月豪雨 熱海土石流

国土交通省
技術基本計画

大規模土砂災害発生時の危機管理を
支える研究開発・人材育成の推進

主な研究活動等

連携機関等

施策等への
反映

継続的に実施
している取組

①リモートセンシングによる大規模土砂災害監視
手法に関する研究（H25～R1）

②リモートセンシングによる大規模土
砂災害監視手法の高度化に関する
研究(R2～R3)

④【SIP】点検・モニタリング・
診断技術開発(H26～H30)

国総研資料No1110
「判読の手引き」

判読支援ツール
の作成

国総研資料No1159
「事例解説集」

⑥ 【事項立て】大規模地震に起因する土砂災害の
プレアナリシス手法の開発（H30～R2）

⑧大規模土砂災害対策技術センターにおける研究開発
紀伊山系におけるUAVを活用した調査技術の開発（R2～R6） 等

「UAVによる緊急調査の手引き」

⑦地震時斜面崩壊発生即時推計技術に資する手法に関
する研究（R3～R6）

⑤【共同】「だいち２号」による土砂災害監視手法の開発に関する研究(H29～R3)

JAXAと地方整備局等による
共同の判読開始

④内閣府、道路構造物研究部、社会資本マネジメント研究センター ⑥、⑦国土地理院、地方整備局

⑤JAXA、大学、地方整備局等 ⑧大規模土砂災害対策技術センター、大学、地方整備局、土木研究所等

高度な土砂災害対策に従事する地方整
備局職員の育成支援プログラム（河川部
職員H25～、道路部職員H30～）

土砂災害WG（JAXA／
国交省、H29～）

SAR画像判読演習

（国交大、育成支援
プログラム）（R2～）

土砂災害専門家（TEC-FORCE含
む）派遣（H30～R4年度 計62
回 のべ106人）

③衛星データの統合活用による土砂災害
監視手法に関する研究(R5～R7)

70

近年、地震・豪雨により大規模な土砂災害が発生しており、土砂災害防止法に基づく緊急調査やTEC-
FORCE等の国土交通省としての対応能力を強化することが必要である。土砂災害研究部では、大規模な

土砂災害に研究者を派遣して、現地の対応を支援するとともに、対応を通じて得られた知見の共有、各種
センシング情報の活用手法の開発とマニュアル化、大規模土砂災害の発生した現地に密着した集中的な
調査研究、そして、大規模土砂災害に対応できる人材の育成を総合的、継続的に行っている。また、これ
ら国土保全・危機管理に必要な国土・災害に関する基礎データの収集／蓄積／分析と効率的な調査手法
の検討を継続的に行っている。

大規模土砂災害への迅速、
効率的な対応のための

各種センシング情報の活用
と人材育成

第５期国土交通省技術基本計画 ①防災・減災が主流となる社会の実現
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研究の背景と研究課題の目的の設定

71

○大規模土砂災害発生時の研究者派遣による災害支援とともに、大規模土砂災害への迅速、効率的な対応のための
センシング情報の活用方法の開発とマニュアル化を実施。

○合わせて、大規模土砂災害の発生した現地に密着した集中的な調査研究、大規模土砂災害に対応できる人材の育
成などを総合的、継続的に実施。

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

• 近年、地震・豪雨により大規模な土砂災害が発生しており、土砂災害防止法に基
づく緊急調査やTEC-FORCE等の国土交通省としての対応能力の強化が必要。

• 一方、土砂災害の多くはアクセス不便な山間部において発生し、かつ時間、空
間的に不連続な場で発生。

• いつ、どこで発生するかわからないため、あらかじめ配置した機器による継続的
な監視が難しい。

• 平成30年７月豪雨など広域で発生する土砂災害では把握に時間を要する。南
海トラフ巨大地震などさらに広域な事象も予測されている。

• 発生後の把握手法として有人ヘリ、衛星写真等があるが一長一短があり、万能
手法はない。

しかし

そこで

研究課題・目的

現状の課題

• 合成開口レーダ（以下、SAR）を用いて夜間、悪天候でも土砂災害発生状況を把握可能とする技術
⇒ リモートセンシングによる大規模土砂災害監視手法の高度化に関する研究

• 地震の初期情報を元に被害範囲を推定し、調査範囲の絞り込み等に資する技術
⇒ 地震時斜面崩壊発生即時推計技術に資する手法に関する研究 等

単独では万能でなくとも、それぞれの短所を補完しあうような組合せを考慮し、
迅速かつ効率的に災害発生状況の把握を可能とする手法の技術開発を目指す

広島県内で多発した崩壊地等
（赤点、平成30年７月豪雨）

大規模土砂災害への適切な対応に向けた主要な研究課題

72

リモートセンシングによる大規模土砂災害監視手法の高度化（R２～ ）

成果の反映・実装

○発災直後から土砂災害の発生状況を迅速かつ効率的に把握することができるよう、夜間・悪天候でも活用可能という
長所を生かした合成開口レーダ（以下、SAR）を活用した土砂災害の監視・観測手法について、最終的に地方整備局
に実装されることを目標に開発。

• 地方整備局がSAR判読を実施する際に必要な手順、知見をマニュアル化し国総研資料として公開
国総研資料No.1110「合成開口レーダ（SAR）画像による土砂災害判読の手引き」

同 No.1159「災害時における合成開口レーダ（SAR）の散乱変化事例解説集」

• 地方整備局等で実施するSAR判読研修を支援

• 令和５年８月台風７号通過後のSAR判読を近畿地方整備局が実施

地方整備局職員向けの研修

台風通過直後の点検を地整が実施、公表

実装

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

246



73

災害対応への技術支援と技術の高度化
評価基準② 災害・事故対応への技術支援と

対策技術の高度化

○災害直後の警戒避難や対策工事に直面した地方公共団体等から、技術的助言を必要として本省砂防部に土砂災害
の専門家派遣の要請がなされ、土木研究所と連携して平成30年度～令和４年度までに合計62回、延べ106人を派遣。

○近畿地方整備局大規模土砂災害対策技術センターと連携した天然ダムの緊急調査技術の研究を始め、大規模な災
害時には自主調査も含めて対策技術の研究開発に継続して取り組む。

被災状況
（7月5日 国土地理院撮影）

静岡県熱海市で発生した土砂災害における自治体支援
（令和3年7月3日～5日）

熱海市長に対して調査結果の解説、
警戒避難対応等の助言

静岡県に対して応急対策工法等の助言

相模湾

熱海市伊豆山地区

発生源、被害状況の調査

74

地整等の現場技術力の向上支援
評価基準③ 地方整備局等の現場技術力の向上を支援

○大規模土砂災害が発生すると、被災した地方整備局だけでは土砂災害への対応に精通した職員数が不十分となる
状況が予想されるため、国総研で地方整備局職員に対する能力開発（育成支援プログラム）を実施。

○プログラムは土木研究所、近畿地方整備局大規模土砂災害対策技術センターの協力の下、全ての地方整備局から
河川部職員（平成25年度～）および道路部職員（平成30年度～）を対象に座学と現地での演習を実施しており、平成
30年度から令和４年度までに河川部職員45人、道路部職員35人が参加。

数値シミュレーション演習
（講師：土木研究所）

道路関係の土砂災害調査に関する講義
（講師：道路基盤研究室）

大規模災害対応に関する講義
（講師：当時対応に従事した国交省職員OB）

土石流危険渓流の点検演習
（近畿地整管内の現場）

主な研修内容：

• 緊急調査・応急対策等に関する最新の技術開
発・研究状況に関する講義・演習

• 緊急調査や応急対策における各地整等の課題
および対応策に関する分析・討議

• 実際の緊急調査や技術指導における教訓や留
意点に関する講義

• 天然ダム形状や対策工の有無を想定した天然
ダム越流侵食に関する水路実験 等

時期 プログラム 場所 参加対象

4月 オリエンテーション つくば 河・道

6月 第1フェーズ つくば 河・道

10月 現地実習 近畿地整 河

11月 第2フェーズ つくば 河

スケジュール：数日～１週間＠計４回

高度な土砂災害対策に従事する地方整備局等職員の育成支援プログラム
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75

人材の育成、人材交流
評価基準⑥ 技術を礎とし、研究と行政・現場の両面から

政策展開を見通す人材の育成等

○土砂災害は、土石流や斜面崩壊、火山噴火、深層崩壊等といった多様性のある現象を含むことから、エキスパート
育成のためには各分野に詳しい研究機関等と連携することが必要であり、特に若手研究官の育成を重視。

○土木研究所（土砂管理研究グループ）とは日常的な意見交換はもとより、研究開発面の連携、研究発表会や災害調
査報告会等の共同実施を行っている。また若手研究官の育成一環として、筑波大学教授を招聘研究員として迎え、
ゼミナールの共同実施等を行っている。

○民間および地方公共団体等からの交流研究員受け入れにも力を入れており、平成30年度から令和４年度までに延
べ27人（平成30年度７人、令和元年度５人、令和２年度５人、令和３年度４人、令和４年度６人）が在籍。

筑波大学との共同実施を通じた人材育成例

小型実験水路（砂防研究室所有）を大学に持ち
込み、砂防堰堤の効果検証手法について学生
に説明。

説明担当は採用４年目（当時）の若手研究官。

若手研究官

国総研の実験施設見学も含めて共同ゼミナー
ルを開催。

国総研からは若手研究官、交流研究員も参加。

写真提供（下段）：筑波大学流域管理研究室 内田教授

＜社会の生産性と成長力を高める研究＞

２．生産性向上に向けた空港分野における計画、整備及び
維持管理の高度化に関する研究

国総研 National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN
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年度 ～Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５～

背景
（関連する施策、計画、

社会動向等）

熊本地震
北海道胆振東部
地震

新型コロナウイルス
による緊急事態宣言

国土交通省
技術基本計画

空港技術基本計画、

空港業務の持続的発展に
向けたビジョン

主な研究活動等

連携機関等

施策等への
反映

（研究成果）

継続的に実施
している取組

①航空需要予測高度化（H26～30）

地方航空局・地方整備局職員の受け入れ、あるいは研修（一部、空港管理者・民間含む）

BIM/CIM活用ガイドライン案空港編、ICT活用工事(空港
舗装工)実施要領案、地震後の空港舗装の点検・応急復
旧マニュアル（令和3年4月）

【自動運転空港除雪車両の導入及びＧＳＥの自動運転等イノベーションに関する研究】

空港土木施設設計要領（施設設計編）（舗装設計編）
（構造設計編）（耐震設計編）の通達（平成31年4月）

④本省航空局「空港除雪の省力化・自動化に向けた実証実験検討委員会」

②③本省航空局「空港制限区域内における自動走行の実現に向けた検討委員会」

④【事項立て】自動運転空港除雪車両の導入に関する研究（R２～４）

②GSE走行シミュレーションモデルの開発（H30～R2） ③駐機場内自動走行化等に向けた検討（R３～）

⑤空港工事等帳票管理システムのクラウド化（R２～４）

⑥AIを活用した簡易型巡回点検の導入（R３～）

【空港施設の整備・維持管理の効率化に向けた研究】

【空港土木施設の基準・要領等に関する研究】

⑦空港土木施設設計要領(舗装設計編)の改正検討(H29～)

⑧空港施設CALSシステムの改良（R２～）

【航空需要予測の高度化に関する研究】

①航空需要予測モデルの高度化に関する研究（R１～）

空港舗装試験フィールドの設置・活用（H30～）

我が国の空港では、積極的な機能強化が進められている一方で、生産年齢人口の減少に伴う
労働力不足が顕在化しており、供給面での制約が懸念されている。

そこで、航空需要予測モデルの高度化に関する研究、自動運転空港除雪車両の導入及びGSE
の自動運転等イノベーションに関する研究、空港施設の整備・維持管理の効率化に向けた研究、
空港土木施設の基準・要領等に関する研究を推進し、いくつかの研究成果は基準・要領等に反映
されている。

第５次国土交通省技術基本計画 ④経済の好循環を支える基盤整備

生産性向上に向けた

空港分野における計画、
整備及び維持管理の
高度化に関する研究

77

研究の背景と研究課題の目的の設定

78

○我が国の空港では、2030年の訪日旅客6,000万人の目標達成に向けて積極的な機能強化が進められてい
る一方で、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足が顕在化しており、供給面での制約が懸念。

○空港の計画・整備・維持管理・運用の各プロセスに渡っての効率化や生産性向上の取り組みの必要性。

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

研究課題・目的の設定

現状の課題

空港の各プロセスに関する効率化や生産性向上に資する研究課題を設定

＜計画＞
○航空需要予測は、整備、管理、運営のみならず、コンセッション、財務制度、経済波及効果等の空港関連政

策に大きな影響を及ぼす指標。合理的で精緻な予測値を算出し、世の中に提供することが必要。
○近年のLCCの台頭やインバウンド、新型コロナ流行による生活様式の変化等の情勢変化を踏まえた航空

需要予測手法の更なる精緻化が課題。

＜維持管理・運用＞
○自動運転等の新たな航空のイノベーション技術の空港運用業務への活用による効率化・省力化の推進が

必要。航空局等の関係機関による空港除雪車両やGSE（航空機への地上支援車両）への自動運転技術の
導入に向け、受け入れ環境の整備のための調査・研究が必要。

＜整備・維持管理＞
○AI等の新たな技術やシステムの導入による、地方航空局等が行う空港関連の工事や調査設計、維持管理

等の業務の効率化・省力化のための調査研究が必要。
○空港施設に関わる技術開発の進展や、ICT施工、BIM/CIM活用といった効率化・省力化の動向を踏まえ、こ

れらに対応した適切な空港施設の基準・要領類の整備が必要。
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主要な研究課題（１）

79

（１）航空需要予測モデルの高度化に関する研究【計画】

見直しを行った航空需要予測モデルについて、これに基づく予測値の交通政策審議会航空分科会での政策
審議での活用を想定。また、関係行政機関や各空港管理者等による今後の航空需要予測において活用。

成果の反映・実装 ケーブル

ケーブル

主塔

ケーブル

高リスク

○最近の航空市場は、LCCの台頭、訪日外国人の急増・国内周遊、空港民営化、新型コロナウイルス感染症を
機とした新たな生活様式への移行等の影響を受けて急速に変化。ウクライナ情勢も国際航空需要に影響。

○これらの変化を予測に取り込めるよう、これまでに国総研で開発し活用が図られている航空需要予測モデル
の改善に取り組む。

全国の
生成交通量

地域別の
発生交通量

（①発生集中量）

地域間の
交通量

（②分布交通）

交通機関別
交通量

（③機関選択）

航空経路別（空港別）
の需要

（④航空経路選択）

空港アクセス機関別
需要

（アクセス機関選択）

鉄道
自家用車
…

…
日本全体

地域毎

航空需要予測の実施フロー（国内旅客モデル）

 訪日外国人の増加

 交通サービス水準の変化
（LCC，リニア）

 社会経済情勢の変化（人口構

造，コロナ，ライフスタイル）

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

主要な研究課題（２）

80

ケーブル

ケーブル

主塔

ケーブル

高リスク

（２）自動運転空港除雪車両の導入及び空港業務支援車両（ＧＳＥ）の自動運転等、イノ
ベーションに関わる研究【維持管理、運用】

○空港除雪車両における自動運転技術の導入に関して、除雪車両の走行･操作データの取得･分析、自動運転
除雪車両導入時の空港除雪作業計画等の見直し内容の整理、省力化効果を評価する手法の開発を実施。

○GSE自動運転について、令和２年度までに自動走行GSE導入時の空港全体での交通流への影響を評価する
手法として走行シミュレーションモデルを開発。令和３年度以降は駐機場内自動走行化に向けた検討を実施。

成果の反映・実装

航空局および関係機関等が進める空港への自動運転車両導入の検討の基礎資料として活用。また、今後、
策定が見込まれる関連インフラのガイドライン等への反映、これを踏まえた空港管理者や空港関係事業者に
よる運用が想定。

シミュレーション
モデルの対象エリア

羽田空港
区間平均速度[km/時]

25 -
20 -25
15 -20
10 -15
5 -10
0 - 5

シミュレーションによる自動運転GSEの走行速度の分布（例）空港除雪体制例

プラウ除雪車両

高性能プラウ除雪車＋スイーパ除雪車
高性能プラウ除雪車＋スイーパ除雪車

高性能ロータリー除雪車

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発
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主要な研究課題（３）

81

地方航空局等による工事・調査設計業務における実装。空港管理者による保守点検における実装。

成果の反映・実装

ケーブル

ケーブル

ケーブル

（３）空港施設の整備・維持管理の効率化に向けた研究【整備・維持管理】

＜空港工事等帳票管理システムのクラウド化＞

○地方航空局等が発注する工事及び調査・設計業務の効率化を図るため、インターネットを通じた電子媒体
により、受発注者間でやり取りされる工事及び業務書類を管理することができる空港版の工事等帳票管理
システムを構築。

○工事帳票管理システムは令和４年度から、業務帳票管理システムは令和５年度から運用を開始。

＜AIを活用した簡易型巡回点検の導入＞
○保守点検の効率化・省力化を図るため、AI技術を活用した滑走路等の路面診断（舗装面の異常検出）手法

を開発。令和２年度までに事例調査・基礎検討、令和３～４年度に新潟と宮崎で現地実証試験を実施。

工事等帳票管理システムの導入イメージ

約3m

4~4.5m3.5~
4m

約1m

解
析
範
囲

AIを活用した簡易型巡回点検
滑走路等の路面の異常等を学習させたAIに、ドライブレコー
ダーで取得した画像を解析させ、ひび割れ等を自動検出

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発

主要な研究課題（４）

82

ケーブル

ケーブル

ケーブル

（４）空港土木施設の基準・要領等に関する研究【計画・整備・維持管理】

○空港土木施設の基準・要領のうち、舗装設計編につ
いて、課題解消の要望度の高い設計法の見直しに関
する研究を実施。

（例えば、半たわみ性舗装について令和３年度末、一
層最大施工厚の緩和について令和４年度末に改正）

○BIM/CIM活用ガイドライン案（空港編）、ICT活用工事

（空港舗装工）実施要領案の検討を行い、令和３年度
から適用。

成果の反映・実装

空港土木施設の基準・要領、ガイドライン等として定め
られ、空港管理者による施設の設計・施工等に反映。

空港土木施設の基準体系（平成３１年４月改正）

空港おけるBIM/CIM活用事例
（⾼松空港滑⾛路端安全区域の施⼯⽅法の検討）

評価基準① 国土交通政策の企画・立案、普及を支える研究開発
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83

災害発生時における技術的支援
評価基準② 災害・事故対応への技術的支援と対策技術の高度化

○地震後の空港舗装の点検・復旧を速やかに実施し、迅速に供用を再開する必要がある。一方、空港管理者は地
震時の舗装被害に関する知見が乏しい場合が多く、臨機応変な点検・復旧方法の判断ができない怖れがある。

評価基準③ 地方整備局等の現場技術力の向上を支援

○国総研が作成した原案をもとに、航空局WEBにて、「地震後の空港舗装の点検・応急復旧マニュアル」を公開（令
和３年４月）
・地震直後でも空港管理者が読みやすいよう、簡素な構成でとりまとめ
・空港管理者（国・会社・地方自治体）向けの研修講義で活用

○なお、災害発生時には、国総研から専門的知見を有する研究官を派遣、空港管理者による施設の使用可否の判
断や、復旧方法の検討を支援。

課題

調査研究等での対応

大規模な災害時の空港の機能
（平成19年4月 国土交通省航空局

地震に強い空港のあり方検討委員会報告）

緊急輸送の拠点となる空港

発災後極めて早期の段階
救急・救命活動等の拠点機能

発災後3日以内
緊急物資・人員等輸送受け入れ機能

航空輸送上重要な空港

（新千歳，仙台，新潟，東京国際，成田国際，中部国際，
大阪国際，関西国際，高松，広島，福岡，鹿児島，那覇）

発災後3日を目途
定期民間輸送機の運航が可能

極力早期の段階
通常時の50%に相当する輸送能力

「地震後の空港舗装の点検・応急復旧マニュアル」
記載内容フロー図

84

現場技術力の向上支援
評価基準③ 地方整備局等の現場技術力の向上を支援

○地方整備局、地方航空局、地方自治体、空港会社等の職員を対象に、各種研修を実施し、現場技
術力の向上を支援。

＜空港計画コース＞
○目的

空港計画に関する基礎知識や国内外の関連動向に
係る知識の習得、空港計画・整備実務の 遂行能力及

び資質の向上

○主なカリキュラム内容
航空行政の最近の話題、空港計画概論、航空需要

予測、航空イノベーションの推進、 空港の地震リスク
マネジメント、航空交通システム、空港整備事業評価、
航空貨物の動向とフォワーダー業務、航空機材の変
遷と空港

＜空港土木施設管理コース＞
○目的

空港土木施設の維持管理の実務に必要となる基礎知
識の習得

○主なカリキュラム内容
空港土木施設の維持管理（概論） 、 空港舗装調査・補

修、空港土木施設点検の実施、空港における維持管理
更新計画について、 空港安全監督業務について、 空港
を巡る最近の話題

＜空港施設調査･設計コース＞
○目的

空港舗装の調査・設計・整備・維持管理に携わる技
術者として必要な知識の習得と、その応用力・指導力

の向上

○主なカリキュラム内容
空港舗装材料、空港舗装設計（黒）、空港舗装設計

（白）、空港の耐震改良 、地震時の点検・応急復旧 、
空港舗装調査・補修

＜空港積算・施設CALSコース＞
○目的

空港ＣＡＬＳシステム、積算システムの利活用を含む空
港土木施設に関する情報管理及び空港土木工事積算
の基本技術の習得

○主なカリキュラム内容
空港土木積算の概論、空港土木工事積算システム概

論、演習（空港土木工事・積算）、演習（空港土木工事積
算・積算システム）、空港施設CALS演習

※直轄職員のみを対象
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横断的な連携
評価基準⑤ 質の高い研究を支えるマネジメントの仕組みの構築

■「自動運転空港除雪車両、GSE自動運転に関する研究」 関連検討委員会構成

空港関係事業者
（エアライン等）

学識経験者

○本省航空局、地方航空局・地方整備局、その他の空港管理者である地方自治体や空港会社、空港関係事業者、学
識経験者等と十分な連携を図りながら、調査研究を実施。
・ヒアリングや意見交換の実施
・当該調査研究の内容や、現時点での研究段階等を踏まえ、必要に応じ委員会を設置

国総研

空港管理者
・地方公共団体
・空港会社

国土交通省航空局

空港管理者
・地方航空局

ヒアリング等

企画立案・内容調整等

空港制限区域内における自動走行の実現に向けた検討委員会

大村 裕康 桜美林大学 総合研究機構 客員教授
花岡 伸也 東京工業大学環境・社会理工学院 教授
菅沼 直樹 金沢大学高度モビリティ研究所 教授
航空局 総務課 企画室長
航空局 航空ネットワーク部 空港技術課長
航空局 安全部 安全政策課 空港安全室長
航空局 交通管制部 運用課長

空港除雪の省力化・自動化に向けた実証実験 検討委員会

大村 裕康 桜美林大学 教授
菅沼 直樹 金沢大学高度モビリティ研究所 教授
航空局 総務課 政策企画調査室長
航空局 航空ネットワーク部 空港技術課長
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記者発表やHPによる成果等の発信（その１）
評価基準⑧ 研究成果・研究活動の効果的な発信

○研究成果は、国総研資料等を通じて幅広く発信。
○調査研究成果を設計要領、マニュアルやガイドライン等に反映。
○これらの研究成果が現場で活用されるよう、積極的に本省航空局、地方航空局、地方整備局、地方公共

団体等への講演会を実施。

近年の技術基準類への反映の経緯

平成30年４月 空港舗装補修要領の一部改正

平成31年４月 空港土木施設設計要領（舗装設計編・構造設計
編・耐震設計編）の制定

令和３年４月 ICT活用工事（空港舗装工）実施要領(案)
BIM/CIM活用ガイドライン(案)空港編
３次元モデル表記標準(案)空港編
BIM/CIMモデル等電子納品要領(案)及び同解説
空港編
空港土木施設設計要領（舗装設計編・構造設計
編）の一部改正
地震後の空港舗装の点検・応急復旧マニュアル
の制定

令和４年４月 空港土木施設設計要領（舗装設計編・構造設計
編）の一部改正

毎年更新 空港土木工事共通仕様書
空港土木設計・測量・地質土質調査・点検業務共
通仕様書

○訪日外国人の航空路線別国内流動量の分析

○BBI(Boeing Bump Index)を用いた空港アスファルト舗装の平
坦性評価に関する検討

○平成28年（2016年）熊本地震による港湾施設等被害報告

○空港地上支援車両自動走行シミュレーションモデルの構築

○LCC就航後の国内航空運賃の分析

○発泡ｳﾚﾀﾝによる空港ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ版下面の空洞充填に
関する研究

○ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装のWestergaard載荷公式及び剛比半径の考察

○国内航空の実勢運賃推計に関する考察

○ヘリポート用舗装の構造設計法

○空港除雪の自動化・省力化のための除雪車両走行・操作
データの分析

国総研資料の発行（平成３０年度以降）
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